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年金積立金管理運用独立行政法人業務方法書の変更 新旧対照表（イメージ） 
 

新 旧 

第１章（略） 

 

第２章 資金等の管理及び運用 

 

第１条～第４条（略） 

 

（管理及び運用の基本的考え方） 

第５条   

第１項（略） 

 

２ 管理運用法人は、前項に掲げる事項に留意しつつ、次の各号に従い年金

積立金の管理運用業務を実施する。 

第１号～第１０号 （略） 

 

(11) 管理運用法人は、年金積立金の運用の効率化に資するため、個別法

第２１条第１項第３号イ及びロの運用方法による運用対象資産の一部

について自ら管理及び運用を行うものとする。 

(12) 管理運用法人は、前号の運用に係る取引先の選定について、適切な

基準を定め、これに基づき選定を行うものとする。 

（13）管理運用法人は、第１１号に定める運用において個別法第２１条第１項

第６号から第９号までの運用方法（以下「デリバティブ」という。）によ

り運用を行う場合には、次に各号に掲げる方法により行うものとする。 

  ア 保有している原資産の価格変動の危険防止若しくは軽減、保有している

第１章（略） 

 

第２章 資金等の管理及び運用 

 

第１条～第４条（略） 

 

（管理及び運用の基本的考え方） 

第５条  

第１項（略） 

 

２ 管理運用法人は、前項に掲げる事項に留意しつつ、次の各号に従い年金

積立金の管理運用業務を実施する。 

第１号～第１０号 （略） 

 

(11) 管理運用法人は、年金積立金の運用の効率化に資するため、個別法

第２１条第１項第３号イ及びロの運用方法による運用対象資産の一部

について自ら管理及び運用を行うものとする。 

(12) 管理運用法人は、前号の運用に係る取引先の選定について、適切な

基準を定め、これに基づき選定を行うものとする。 
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新 旧 

原資産の処分（次号において「売りヘッジ」という。）又は原資産の取得

の一時的な代替（次号において「買いヘッジ」という。）であること。（利

用機会の制限） 

  イ デリバティブの想定元本は、売りヘッジの場合には、現在保有し、又は

保有することが確定している原資産の範囲内に限ることとし、買いヘッジ

の場合には、現在保有し、又は保有することが確定している手元資金の範

囲内に限ること。（利用額の制限） 

  ウ デリバティブにより運用を行っている間は、毎日、リスク量を測定する

とともに、システムによる監視及び当該デリバティブの運用担当者以外の

者によるチェックを実施すること。（リスク量の測定・管理） 

  エ デリバティブによる運用を開始する前又は開始後速やかに経営委員会に

報告すること。（利用時の経営委員会の関与） 

  オ 常勤の監査委員はデリバティブの利用状況を監視すること。（常勤の監

査委員が常時監視） 

 

(14) 管理運用法人は、予見し難い事由による一時的な資金不足等に対応

するため、必要に応じて短期借入を行うものとする。 

(15) 管理運用法人は、前号の短期借入に係る取引先の選定について、特

別な事情がある場合を除き、適切な基準を定め、これに基づき選定を

行うものとする。 

(16) 管理運用業務を実施するに当たっては、十分な調査及び分析に基づ

くものとし、事業年度ごとに業務の評価を行うものとする。 

３ 管理運用法人の業務の方法については、前二項に掲げるもののほか、中

期計画に基づき定める年金積立金の管理及び運用に関する具体的な方針

（以下「業務方針」という。）に規定するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(13) 管理運用法人は、予見し難い事由による一時的な資金不足等に対応

するため、必要に応じて短期借入を行うものとする。 

(14) 管理運用法人は、前号の短期借入に係る取引先の選定について、特

別な事情がある場合を除き、適切な基準を定め、これに基づき選定を

行うものとする。 

(15) 管理運用業務を実施するに当たっては、十分な調査及び分析に基づ

くものとし、事業年度ごとに業務の評価を行うものとする。 

３ 管理運用法人の業務の方法については、前二項に掲げるもののほか、中

期計画に基づき定める年金積立金の管理及び運用に関する具体的な方針

（以下「業務方針」という。）に規定するものとする。 
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新 旧 

 

第３条～第６章 （略） 

 

第３章～第６章 （略） 

  附 則（平成 30.●.●変更） 
この変更は、平成 30 年●月●日から施行し、平成 30 年●月●日から適用する。 




